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Ⅱ　生乳の生産数量及び乳牛の飼養頭数の目標

　１　生乳の生産数量及び乳牛の飼養頭数の目標

（注）１．成牛とは、24ヶ月齢以上のものをいう。以下、諸表において同じ。

　　　２．生乳生産量は、自家消費量を含め、総搾乳量とする。

　　　３．「目標」欄には、平成37年度の計画数量を、「現在」欄には原則として平成25年度の数量を記入する

　　　　　こと。以下、諸表について同じ。
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Ⅲ　酪農経営の改善の目標

　１　酪農経営方式

　　　単一経営

（ ha) kg

（注）１．「方式名」欄には、経営類型の特徴を、「備考」欄には「方式」の欄に掲げる方式を適用すべき区域名等を記入すること。

      ２． ６次産業化の取組を織り込む場合には、基本方針の第３の票のように、６次産業化部門に係る指標を分けて記入すること。

　　　３．（注）１，２については、「２肉用牛経営方式」についても同様とする。
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Ⅳ　乳牛の飼養規模の拡大のための措置

　１　乳牛

　　（１）地域別乳牛飼養構造

( )

( )

（注）「飼養農家戸数」欄の（　）には、子畜のみを飼育している農家の戸数を内数で記入する。

　　（２）乳牛の飼養規模の拡大のための措置
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　県内生乳の需要量は大幅な低下が見込まれないことから現状の維持が必要である。酪農戸数の減少に対する取り組みとして、
個々の農家の生産基盤の強化を図り、飼養頭数減少への対応、生産コストの低減を推進する。
　農家の営農化や認定農業者の育成等により地域の農地集積を進め、飼料用米や稲ＷＣＳの作付け拡大と市域内循環体制を整え、
エコフィールド等と活用し自給飼料の生産拡大を図る。
　乳用牛群能力検定を利用し、能力の高い優良な雌選別精液・受精卵を計画的に行い生産性の向上と高乳量、高乳質（乳脂肪、無
脂乳固形分、体細胞数等）な生乳及び食の安全の確保を図る。
　経営規模に見合った搾乳、哺乳、給餌等の計画的な機械導入と、県内組織の一本化による酪農ヘルパー及び畜産コントラクター
等の有効的な活用により、作業の省力化と分業化を推進する。
　経営規模に応じた堆肥の保管施設を整備し、良質堆肥の生産、流通の促進を図り耕畜連携等、地域が一体となった畜産振興を推
進する。

238 216 34



Ⅴ　飼料の自給率の向上に関する事項

　１　飼料の自給率の向上

乳用牛

　畜産農家自身による水田を活用した稲発光粗飼料稲（稲ＷＣＳ）等の生産・利用の拡大を促進し、自給率の
向上と安定的な生産基盤の確立を図る。また畜産業と食品産業との連携等によるエコフィールドの利用を推進
し、地域の資源を生かした飼料の生産利用に努める。

　２　具体的措置

飼料作物の作付延べ面積 21ha 28ha

現在 目標（平成37年度）

10.30% 13.70%飼料自給率



Ⅵ　生乳の生産者の集乳施設の整備その他集乳の合理化のための措置

　１　集送乳の合理化

　　　第１の３の（６）の集送乳の合理化についての記載上の注意を参照の上、都道府県の実情を踏まえ、指定生乳生産者団体による

Ⅶ その他酪農及び肉用牛生産の近代化を図るために必要な事項

（１）担い手の育成と労働負担の軽減のための措置

（２）その他必要な事項

　なし

　県内酪農組織の一本化を契機に、県全域での集送乳路線の再整備により合理的な配乳計画による集送乳コストの低減を図る。

　家族経営が主となる酪農家においては、経営者の高齢化や後継者、担い手の確保が困難な状況であり農家戸数は減少の見込である。今後も生
乳量を維持するためには、酪農経営継承バンク等の活用による担い手の確保や、機械の導入による施設整備、また酪農コントラクターやヘル
パー等外部委託を活用し省力化に努め、経営基盤の強化・整備を図りつつ、安価で安定した飼料の確保と堆肥の有効利用を促進のための耕畜連
携の強化を推進する。
　また、継続してみのり農協の部会活動を行い、食の安全確保に努めるとともに、ＰＲ・広報活動を通じて地域の畜産振興の発展に寄与し、消
費者のニーズに対応した生産活動に取り組んでいく。


